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米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）2020年7月1日発効
- 発効までのタイムライン

2020年3月13日
カナダ政府がCUSMA
（USMCA）を承認

2020年7月1日
USMCAの発効日

2020年1月29日
トランプ大統領が米国議会で
承認されたUSMCA実施法案
に署名

2019年6月19日
メキシコ上院、T-MEC
（USMCA）を初承認
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• 品目によっては原産化が難しくなるもの、簡単になるものが出てく
る

• USMCAでは、米国連邦規則集（19CFR）102条（原産地
規則）を参照する必要はなく、協定に記載される品目別規則
のみによって原産品を判定することができる

• これらの産業の製品の現地生産および材料の現地調達を推進
する方向での変更

インパクトNAFTAからの変更点

HSコードでグループ化された品目
ごとの原産地規則

ほとんどの産品の原産判定は、
USMCAの品目別規則のみで
できる

自動車・化学・繊維産業分野に
ついて大きな変更あり

USMCAの原産地規則

USMCAでの変更点
• デミニマスー非原産材料割合が10％以下であれば、関税分類
変更基準と付加価値基準のいずれも、原産品とみなされる

変更していない点
• 中間材料・累積の一般的なルール

原産資格を満たすための戦略
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USMCAの原産地証明書

NAFTA and USMCA

輸入者はUSMCAの適用時に有効な原産地証明書を所持している必要がある。また、最大12ヶ月間の包
括的な期間利用することが可能

NAFTAから大きな変更がなかった点

NAFTAから変化した点
USMCANAFTA

正式な原産地証明書の書式は不要
原産地証明書は、インボイスのような他の取引
書類上に記載することができる。ただし、記載項
目は基本的にNAFTAの原産地証明書と同じ。

また、原産地証明書とその根拠書類は、輸入
した日から5年間保存しなければならない。

正式なNAFTAの原産地証明書の書式が必要
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• 原産資格に関する知識が不足しているような輸入者に対して、
税関からの照会が増加する

• 検認を行う場合、米国税関・国境取締局（CBP）は、輸出
者、生産者、輸入者から文書を含む情報を直接受け入れる

• CBPは包括的な原産地証明書の対象となる同一の商品のす
べての輸入に対する特恵税率の適用を拒否し、輸入者は通常
の関税率で関税額を納付する必要がある

インパクトNAFTAからの変更点

輸入国税関当局による輸入者
への検認が可能

輸入者が検認で十分な情報を
提供しない場合、CBPは輸出
者または生産者に問い合わせす
る

検認で原産性を否認された場合
のマイナス影響

• CBPは、原産地規則への準拠性が確立されるまで、一定の産
品について特恵税率の適用を拒否することができる

CBPが複数の検認で同じパター
ンの原産性否認事案を発見した
場合

USMCAの検認
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— NAFTAから原産地規則が変更されたことにより、USMCAに基づいた産品の原産資格の再確認が必要
— サプライチェーンや調達戦略、製造プロセスを変更することで、原産判定の結果を左右する可能性がある
— 早めに対応をすることで、関税削減の機会が増える可能性がある
— 新しいUSMCAルールに対応するためにシステムの変更が必要な場合がある
— 方針、手順、コンプライアンスマニュアルの制定・更新が必要な場合がある

プランニングの考察

なぜ今、行動を起こすべきか？

— 様々な業界での自由貿易協定の適用サポートを経験している貿易・関税の専門家チームによるサポート
が可能

— 貿易・関税の専門家チームが開発したNAFTAからUSMCAへの移行に関するフレームワークを通して、幅
広い知識を提供することが可能

— グローバルな貿易テクノロジーに関する知識を提供し、貿易システム構成要件やNAFTAからの移行に関
する支援が可能

— 米国、メキシコ、カナダの貿易・関税専門家を含むKPMGインターナショナルメンバーファームのグローバル
ネットワークを利用することが可能

Why KPMG?
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KPMGはUSMCAの原産地規則および規定への準拠性を確保するために下記４段階のアプローチを提案します

USMCAの適用に向けたKPMGのアプローチ

約2ヶ月間

現状把握 評価・改善・実施

内部、外部およびシステム
等のリソースの調整

実施の完了

ビジネス事例の発展

実施影響の分析

USMCAによる財務上の
デメリットの試算

緩和されたデミニマスルール
の影響の概算

USMCAによる財務上の
メリットの試算

全ての製品の新しい原産地
規則のレビュー

HSコードおよび原価情
報の検証

既存システムの構成要件
を特定

マニュアルプロセスを自動
化するための要件を評価

原産化のための新たな情報
/データ要件の特定

契約条件の見直し ギャップとリスクの特定

USMCAの適用に向けて、NAFTAへの過去の
取り組みの評価を実施

運用評価

購買・仕入・顧客に関するプランニング

サプライチェーンに関するプランニング

累積の活用法を
分析

中間材ルールの活
用法を分析

RVCに影響を与え
る部品調達の調整

製造・仕入先の
変更

分類に影響を与える製造・加工の変更

結果を改善するための最適化
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